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エ ネ ル ギ ー の 将 来
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エネルギー情勢が激 しく変動 して いるなかで,原子力委員会 ,

通産省総合エネルギ ー調査会等で原子カエネルギーの将来像が

議論 されている。

総売上げ 1兆 6千 億,約 400社 か ら成 る原子力産業界の現

実を実体的に踏まえて,産業界を通 して見た 日本の原子力の課

題 と提言,将来への展望を, 日本原子力産業会議森一久専務理

事に語 つていただき,そ れに もとづき自由討論を行 つた。以下

はその内容を IEFの 責任においてまとめたものである。

日 時 : 昭和 61年 7月 3日 (木 ) 18:00～

場 所 :IEFサ ロン

出席者 : 青 江   茂, 青 山 晋一郎, 新田目 倖 造

大 坪 知 雄,大 橋 忠 彦,樹 下  明

庄 司 克 彦,永 野 芳 宣,春  英 彦

(佐藤代理 )

真

 を 牛 置 代 量
')  

井  賢  一 , 頼      敬

向 坂 正 男,安 原 武 彦,吉 野 保 徳

帆 足 興 次, 松 浪 荘 一, 鈴 木 澤治郎

新 村 博 道
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1.運 命 的 な 道を歩 んだ 日本 の原子 力開発

○ 第二 次世 界大戦 が終 了 してか ら昭和 26年 サ ンフ ラ ンシ ス

コ講和 条 約締結 までは,原 子 力研究 は一切禁 止 され ていた。

そ の後 の米 ソの水爆 開発競争 開始 を契機 として,ア イゼ ンハ

ヮー米大統領 に よる「 ア トムズ・ フ ォ~・ ピース」宣言が昭

和 28年 12月 8日 に 出され,同 年同 日, 2億 3500万 円の原

子力予算が提 出された (中 曽根提案 )。 その結果,昭 和 30

翌 31年 には原子 力委 員会が設
年 に原子 力開発が開始 され ,

置 された。

o ビキニ事件等 もあ り, 日本 では,原子力開発 の黎明期か ら

独 自の原子 力研究 開発利用の三原則,いわゆる, 自主・ 民主

・ 公開が確立 され,そ れに基づいて原子 力委員会委 員の中に

社会党推薦の人 を加 えることにな った。

o 原子 力開発利用 30年 を振 り返 ると,最初の 10年 間は共

産党 も含む超党派で原子 力開発が推進 されていたが,昭 和40

年前後か ら,環境問題がクローズ・ ア ツプされて超党派体制

が くずれた。その象徴的事例 とな ったのが,中 部電力芦浜原

子 力発電所の立地問題であつた o

o 原子 力開発の進展 とともに,産業界の体制整備 も行なわれ ,

その一環 として,原子 力産業会議 の設立や原子 力 5グループ

の結成が行なわれた。

○ 火力におけ る提携関係を基盤 として,米 国か らLWRが 導

入 され,徐 々に国産化す る方針 がたてられた。

１

・
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o 導入 LWRに は初期故障で非常に苦労 したが,そ れを克服

して 日本の LWRの 設備利用率は世界の トップ水準 に までな

った。 LWRを 導入 した初期は,油 価格が 1～ 2$/バ ~レ

ルで も油火力 より原子 力の方が経済的に優位であるとの議論

があるほ どで,そ れが昭和 48年 の石油危機 に よつてさらに

圧伊1的 に原子力が有利 とな り,開発資金 にゆ とりが産 まれ ,

開発が強力に推進 されたためであろ う。

o 昭和 54年の TMI事 故 も大 きな契機であ り,原子 力の安

全性 の見直 しが行なわれた。そ して,原子 力が定着 した矢先

とで もい うべ き時期に,今回のチ エル ノブイル事故が発生 し

た。 こ ぅしてみ ると, 日本 の原子 力開発は「 運命的な道」を

歩 んでい るといえる。

2.世 界の原子 力事情 とわが国の立場

c米 国 )

o 原子 力開発 当初 は,大規模 な開発計 画 を立 て ていた が 10

年位 前 か らス ロー ダウ ンし,~昨 年 までの累積 の発注 キ ヤン

セル件数 は 100基 を越 してお り,原子 力産 業 界 も縮 少 され

ス 1。

(フ ラ ンス )

o 原子 力開発 に最 も積極 的 で, 1985

カ量 の 65%を 原子 力が賄 つてい る。

年実績 では,全発 電電

O チェルノブイル事故にも拘らず,原子力開発を今後とも推

進する。
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(西 独 )

o 国内炭使用の義務付け と緑 の党に よる反原子力活動 とい う

2つ の要因 もあつて,原子力開発 についていえば,チ エルノ

ブイル事故で最大の打撃を受けている。

ｒ
ヽ
　
　
○

ソ 連 )

PWRと RBMKの 2

的 に推進 してお り,チ エ

原子 力開発 を進 め る。

つの炉型に絞つて原子力開発を積極

ルノブイル事故にも拘らず今後 とも

(わ が国 の立場 )

o 従来 よ り原子 力は軍事利 用 との絡 み で欧米 中心 に開発 され

て きた が,平和利用 に限定 して開発 してい るのは , 日本 と西

独 のみ で あ る。

o また , 日本 の原子 力は キ ヤ ツチ ア ツプ型 で あ つた が,今後

は日本の原子力産業の「 自立」が求められる。

○ 日本は原子プラノトの輸出実績が 1件 もないが,成熟した

産業として輸出を考える時期にきている。これまで輸出がな

か った原 因 としては,技術 力,国 内市 場 の大 きさ,電 力 とメ

ーヵ―の関係,濃 縮。再処理等の付帯供与の無さ,等が考え られる。

3.原 子 力産業 の見通 し ～ 通産省・ビジヨンと原産 。ビジヨン～

o 日本 国 内では, LWRが 定着 0成 熟 し,原 主油従 時代 が到

来 した。 これを契機 に原子 力 の今後 の位置付 け を巡 る論議 が

盛んとなり,通 産省がエネルギー全体の視点から「原子カビジ

-3-
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ョン」 を作成 した。一 方,原子 力産業 会議 も経 済 の低成 長・

化 石燃 料価格 の値 下 りとい う状 況 を踏 まえ,原子 力産業 の弱

体化 を防 く
゛
方策す なわ ち原子 力産 業 の基盤 強化策 を検 討 した。

(通産省 の原子 カ ビジ ョン )

○ 油火 力・ 石炭 火 力・ 原子 力のベ ス ト・ ミ ックスを前 提 と し

て原子 力発 電設備 比率 を 40%と 設 定。 また,原子 力発 電所

の寿命 、(life time)を 40年 と仮定 。 こ うした前提 に基 づ く

と, 2030年 には,原子 炉 10o基 ,原子 力発 電設備 容 量 1億
3700万 kW,原子 力 の発電 電 力量 比率 は 58%と な る。 この

時,原子 力産業 の累積 売上 高 は 2030年 までで約 180兆 と

な る。 (表 -1)

表 ― : 通産省の原子カ ビジョン

原子カビジョンの主要データ

2030

原子力発電電力量      (億 kWh)

同比率           (%)
原子力産業売上高        (兆 円)

原子力施設従事者数       (万 人)

原子力の一次エネルギー供給に占める比率

(%)

13,700

40

112

9,Ooo

58

1.
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(原産会議 の予測 )

。 ベ ス トミックスを前提 とす るとほぼ同程度の発電設備 (第

1次予測 )と な るが,運転 の柔軟性 を増やす ことで さらに需

要 の拡大がで きるとい う予測 (目 標値 )も 合わせ て検討 した o

o 原子 力産業 に とらては, 1985年～ 2000年 までの 15年

間の建設基数は 1・ 4基 /年 とい つた よ うに'今後 10数年間

が最 も苦 しい時期である。

日本原子力産業会議

o 発 電設備 の見積 りが高 目か低 目か と｀` う議論 が あ るが,通

産 省 の原子 カ ビジ ヨ
‐/に よる と, 2030年 にお tす る 日本 の総

発 電 電 力量 に 占め る原子 力比率 は 58%で あ り, フ ラ ンスは

すでに 1985年 実績で原子 力比率が 65%で ある

。 しか し,フ ランスは原子 力開発 を拡大 しす ぎた きらいがあ

り,フ ランス国内について｀`えば,原子 力建設は今後年間 1

基程度で十分である。 また,フ ランスは,数十億 ドル相 当の

過剰電力を輸 出 してお り,過剰電力対策の一環 として,韓国 ,

中国等へ の原子炉輸 出を考 えてい る。

表-2 原産会議の予測

原子力発電開発規模の第 1次予測値と目標
堤

※ヵッコ内は リプレース対応分

原子力発電設備(万 k7)

年間平均運開基数 ※第 1次 予濃1値

原子力発電設備(万 kl)

年間平均違開基数 ※
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こ

日本 のエネル ギ ー資源状況 を考慮 しつつ,な るべ く渋 い見

通 しで現 実 に対処 してい くのが よい と考 え てい る。

4.産 業 界か らみ た 課題 と提 言

○ 原子 力産 業 が抱 え る問題 を,発電所 の建設 か ら廃棄物 処 理

まで含 め て市場 分析 を行 い,摘 出 した。

○ 原子 炉 メー カー 3社 の供給 力は,少 な くと も 4～ 5基 /年

で あ るの に対 し,発電所 需要 は 1.4基 /年 で あ る。「 こ うし

た需給関係,す なわち,供給過剰状態を反映 して,メ ーカー

は, 自社経営の弱体化を防 く
゛
目的で,原子力の見積 りを高 く

するから,原子カコス トも高騰する」,あ るいは,「供給過

剰対策の一環 として会社をグループ化する」,等 の議論 も出

スニ。

○ しか し, 日本 の原子 力の高稼 動率 の一 因 は部 品 の品質 管理

.(QA)の
良 さで あ り,経済 的 に最 も弱 い部 品産業 の健 全性

を保持す ることと今後 も研究開発を継続す ることは産業の基

盤強化に不可欠 な要因である, との結論に落 ち付いた。

○ 今世紀 中,原子カメーカーは苦 しいが, プロダクシ ョン・

ミックスの考 えに立 って,設備 を原子 力以外の機器 の製作 lFC

利用 してい くことを考慮す る必要がある。

O 発 電所 は 巨大 シ ステムであ るか ら,受注者 は リス

くて見込 み生産 が で きな い,合理 的 な許認可 手続 に

員の平準 化 が図 れ る よ うな体制 を作 るべ き
~C・

あ る。

が大 き

って人

ク

　

よ
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原子力の国内市場の冷え込みを踏

競争力の向上の為にも,原子カプラ

なければないない。原子カプラント

きく,国 の役害」に期待する点が多い

けではないが, 日中原子力協定のよ

んでい くべきであろう。

まえ,原子力産業の国際

ン トの輸出を真 allに 考え

の輸 出は政治的要素が大

。す く
゛
に利益が上が るわ

うな ものを他の国 とも結

5。 日本 の原子 力産業 の強 さ (表 -3)

○ 日本 の平均 の設備 利用 率 は,定検 期 間 を差 し引 くと,ほ ぼ

loo%と 世 界 の トップ水準 にあ りゝ諸 外 国 では 日本 の原子 力

発 電所 につ い て学 ぼ うとい う気運 が高 い。

○ 日本 の ス クラム回数 は,外 国 の 10分 の 1と 少 な い。

o 原子 力発電所 の廃棄物 管 理 の状 況 は極 め て良好 で,原 子 力

発電所 か ら環境 中へ 放 出 され る放射能 量 は ゼ ロに近 く,人体

へ の影 響 は皆無 とい つて よい o

O ただ し,定検所要 日数 を諸 外 国 と比べ る と, 日本 は約 3ケ

月 と西独 な どよ り長 く,経 済 性 向上 の観 点 か ら,定検期 間の

短縮 を図 る必要 が あ る。特 に,現在 ,タ ー ビン発電機 まで 1

年 に 1回 定検 を行 な ってい るが, これは不 必要 で あろ う。

-7-
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o 電気事業者 と製造業者 に対 して,次 年度以降の原子 力関係

支 出 と従事者 の見込みに関す るアプケー トを実施 してい るが ,

電気事業者は成長パター ンを見込 んでいるのに対 して,製造

業者は控 え目で固 くみてい ることが分 る。

7.将 来 へ の 展 望

o 軽水炉 に よる発電はいろんな問題点を克服 してすば らしい

技術 にな ったが,原子カエネルギ ~を 電気だ l_Iで な く熱 とし

て も利用すべ き
~C・

ある。 また熱効率を上げ ることや多様化を

図 る必要がある。 この観点か ら高温 ガス炉 もや るべ きであろ

う。

o 増 殖炉の課題は経済性であるが,研究開発 と実用化 をつな

げ るには国 と民間の協力が必要である。 日本的制約を取 り除

き,人 の異動 も行 うべ きである。

○ 例 ぇば原子力船「 むつ」の事件 の よ うな安全性至上主義の

弊害 を取 り除 く必要がある。原子力を国産技術 として確立す

る 1/Cは ,あ る程度危険に立入 つた研究 を行 うべ きであろ う。

8.特殊な条件下で起きたチ ユル ノブイ リ事故

○ チ ェル ノブイ リ事故を考 える場合, RBMK型 炉が 日本の

もの とは全 く異な る炉型であることに留意す る必要 がある。

RBMK炉 は ソ連 で多数建設 されてきたが,輸 出実績はない。

RBMK炉 は,運転中に燃料交換を行な う為,原爆用 プル ト

ニゥムを作 り易い とい う特徴 を もつている。

■

■

■

瓢

―

日

―

―

―

―

欄

Ｉ

ｌ

ｌ

ｌ

ｌ

ｌ
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O RBMK型 炉 は, 日本 や欧米 諸 国 で い う格納容 器 が な く,

燃 料温度 係数 も正 で, 日本 や欧米諸 国 とは全 く諸 元 が違 う。

○ ソ連 は機 密保持 の立場 を とって きた。 (注 :1986年 8月
25日 ～ 29日 の IAEAの 専 門家会議 では情 報公 開 に柔軟
な姿勢 を した。 )

○ 黒鉛 本 災 に よって放射能 が放 出 されたた め,遠 方 まで拡 散
され,そ の結果放 出放射能が莫大であった に も拘わ らず,比
較的被害が少ない とぃ ぅ印象である。

○ チ ェル ノ ブイ リ原子力発電所 に限 り, ソ連国内では妙 な噂
が流れてお り, 1号機か ら 4号機 になるに したが って建設期
間が長 くなるとぃ ぅ通常 とは逆 の現象 も出ている。

○ 総合 して考 えれば特殊 な点 が多 く,起 こるべ くして起 こっ
た事故 ともいぇる。

9・  自  餞ョ  言寸 論

(1)何故,原子力を利用す るのか ?

○ 世界的 に原子力が低迷 してぃる状況で, 日本だけ何故,原
子力に固執す るのか とぃ ぅと, 原子力は言わば技術 のかた ま
りとも言える技術エネルギーであって,純粋 に平和 目的 に限
つて原子力を利用す るとぃ ぅ前提 にたてば, 日本が今後 も技
術立国を堅持す るには,ェネルギーの分野 で も原子力 とぃ ぅ
技術ェネルギーを中′心とす る必要がある。
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また, 50～ 100年 とい う超長期的な観点か ら言 えば,無

資源国 日本 としては,資源的 pOtentialの 高い原子 力を選択

せ ざるをえない。

さらに,困 難 にチ ヤレンジす るとい う側面,すなわち社会

システムの先取 りの よ うな面 を無視で きない。

o 石油探査等 の資源 開発 に比べ て原子 力 の研究 開発 費 が特 に

多いわ けでな い とい う議論 もあ り,開発 は必要 で あ る。

o 電 力化 が進 む ので長期 的 には 日本 に とつて原子 力は大 きな

意味 を もつ 。 ただ し,今 は た また ま冬 の時代 にな ってい る と

考えていいのかがはつきりしない。また,人類全体に貢献す

るか否かというグローバルな観点で評価するのは難しい問題

で 歩)る 。

o 何 億 年 もか け てで きた化 石 燃 料 を安 易 に使 って い い ものか

ど うか , C02に よる酸 性 雨 や温 室 効 果 の問 題 もあ る。

○ 世 界 が そ うで あ る よ うに , 日本 もエ ネ ル ギ ~哲学・ エネ ル

ギー技術 に関す る議論 を原子 カ グルー プだけでな く多角的に

行 うべ きで歩)る o

o 原子 力 も含めて lEl別 のエネルギ~技術に関す るエネルギ~

収支 を考 えて,そ れか らエネルギ ~技術 を選択 し,特定 して

い くとい うプロセスが必要 である。
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○ 電 力化 は進む が,各 エ ネル ギー間 での競 争 が厳 し くな り,

経 済 性 の あ る ものが 生 き残 るだ ろ う。

OPECの 崩壊,油 の値下 りには,石 油代替エネルギー と

しての原子 力の貢献 が大 きい と言 える。但 し,そ れだけでな

く,産業構造の変化 も考え る必要がある。 日本でい うと,

400万 バー レル/日 を原子力で石油に代替 した (100万 バ

ー レル/日 を代替す ると油価格は 1ド ル/バ ー レル下が る )。

ゆ)開発途上国と原子力

○ 開発途上国のエネルギー需要 と原子力開発の見通 しは難 し

ヽ｀
。

○ 第 3次 産業革命 が開発途上国の成長 を促進す るか ど うかは

疑間である。結局世界経済 の先行 きが不明なのでエネルギー

予測 も難 しい。

○ 開発途上 国で原子 力をや るとす ると,安全性 の高い取 り扱

いの容易なモジュール型が良い。

○ 日本 が途上 国 に輸 出す る こ とに米 国は強 く反 対 してい るの

で,輸 出は 日米 間 の シ リアスな問題 とな るだ ろ うが, 日本 は

イー ジー に受 け とめ てい る点 が あ る。

○ 他の国が輸出するなら, 日本が輸出した方がよいだろ うし,

その時は 5年 ～ 10年 いっしょに運転 して引き渡すことを考

えるべきだ。
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開発途上国は資本 リスクの高い大容量ユ ニ ツトを輸入 し難

ぃ状況 にあるが,中 小型炉 で も経済性 を求めてい る。

6)安全の考え方について

o 安全に対する考え方 として ,

(1)技術進歩の過程 として事故発生は不可避

(1)原子力については~切許されない (今 の日本 )

OD どこまで事故が許容されるのかは他の産業との比較で決

まる

め 3通 りがあり,0)の考え方,すなわち, Safety gOalの考

え方 を とるべ きだ。 S afety gOalと は,米国で発表 された も

ので,同量 のエネルギ~を 生産す るのに他の方式 に比べ原子

力の リスクが 1000分 の 1以下であれば,許容 され るとい う

ものだ。

廃棄物 問題 につ い て

放 射性 廃棄 物 問 題 で米 国 は行 き詰 ま つてお り,そ れがひ い

ては 日本 に も影 響 して きて'原子 力開発 のネ ツクにな る とい

ぅ懸念 が ぁ るが,原理 的 には放射性 廃棄物 問題 は解決可 能
~CS

ぁ り,技術的 な困難さはそんなにない。ただ PRがまずか つた。

社会的問題(影響 )を克服することが必要
~CS,そ のために「実

証」してみることが必要である。

Ｏ
　
ｏ
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○ 技術 フ ロンテ ィァの 1っ のテーマ として,廃棄物 を加速器
や レーザ _を 使 って分離,消滅す る方法が採 り上げ られ てぃ
るが,そ れは波及効果 を期待 してぃる面がある。廃棄物 に対
す る考 え方 として,消滅 させ て長期の管理か ら免れ る道 と従
来 どぉ りの処分の道 との 2通 りがぁ り, ど ぅぃ ぅ位置付 |ナ で
や るのか議論のあるところだ。

○ 貴金属 の分離 も含めて, これ らの技術は loo年 単位 の話で ,

原理的 にはできる。 とす ると,後か ら取 り出せ るよ うに埋 め
るのか ど ぅかが問題 でぁる。 15年前の原産会議の試算 では
約 10円 /kwhでで きるとされてぃた。

○ 米国のテネ シー州 の立地反対は,電気料金が上が るか らと
い うものでぁった ょ うだ。
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